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中間とりまとめについて  

雇用均等・児童家庭局 家庭福祉課   



1社会的養護の概要   



社会的養護の現状について  

資料：福祉行政報告例［平成17年度末現在］  

の理由に  より生活  

－ し  ヒ          l日 －  

特に必要のある場合  

資料：社会福祉施設等調査報告［平成17年10月1日現在］  

自立援助ホームは家庭福祉課調［平成18年2月1日現在］  

資料：小規模グループケア、地域小規模児童養護施設は家庭福祉課調［平成17年度］   



2社会的養護に関する背景  

3   



1．虐待の増加とこれに対する対応  

児童虐待防止対策の一層の強化とともに、虐待を受けた子どもに対する社会的養護が大  
きな課題となっている。  

死亡事例の発生  

児童虐待防止法施行後も、虐待死亡事例  
は発生（H12．11．20～H16．12．31202件）  

児童相談所が関  

わっていた事例  
関係機関と全く接点をも  
ちえなかった事例  

関係機関が虐  
待やその疑い  
を認識していた  
が、児童相談  

所が関わって  
いなかった事  

例  

関係機関との  
接点はあった  
が、家庭への  

支援の必要性  
はないと判断  
していた事例  

4   



おいても  る子どもに  に入所  →  

【虐待を受けた子どもの入所割合】  

○ 乳児院  → 27．5％（H16）  

○ 児童養護施設  → 62．1％（H16）  

○ 情緒障害児短期治療施設 → 69．8％（H16）  

→ 59．7％（H12）  ○ 児童自立支援施設  

→ 32．8％（H15）  ○ 児童相談所一時保護  

［資料：各団体における各施設の被虐待児童入所状況調査］  
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児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の  ＜参考＞  

一部を改正する法律（第166回国会成立）  の概要   
○平成16年改正法附則に基づき、超党派で改正案が取りまとめられ、本年4月国会に提出。  
5月25日に可決成立。  

1児童の安全確認等のための立入調査等の強化  
○ 児童相談所等の安全確認措置の義務化  

○ 解錠等を伴う立入調査を可能とする新制度の創設  

○ 立入調査を拒否した者に対する罰金額の引上げ（30万円→50万円以下）  

2 保 護者lこ対する面会・通信等の制限の強化  
○ 児童相談所長等による保護者に対する面会・通信制限の対象の拡大   

※裁判所の承認を得た上での強制的な施設入所措置以外に、一時保護及び保護者の同意による施設入所  
の間も制限可能に  

○都道府県知事による保護者に対する接近禁止命令制度の創設（命令違反には罰則）   

※裁判所の承認を得て強制的な施設入所措置を行った場合で特に必要があるとき、都道府県知事は、保護  
者に対し、児童へのつきまといや児童の居場所付近でのはいかいの禁止命令をできる制度を創設。  

㌻保護者に対する指導に従わない場合の措置の明確化   

※保護者が指導に従わない場合、一時保護、施設入所措置等の措置を講ずることを明確化  

4 その他  
○ 国及び地方公共団体による重大な児童虐待事例の分析責務の規定  

○ 地方公共団体による要保護児童対策地域協議会設置の努力義務化   

など  
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児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の  

一部を改正する法律（第166回国会成立）  

附 則  

（検討）  

第二条（略）  

2政財ま、児童虐待を 受けた児童の社会的養護に閲 し、旦親  

及び児童琵 の量的ム に．、る方柚児童琵護 設  
における虐待の防止を含む児童養護施設等の運営の豊戯  

向上に．、る方納 児童琵 等に入所した児童にメする  

やかに   について  

な止置 謹ずるものとする  
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2．社会的養護を必要とする子どもの背景の多様化  

→ 児童養護施設において障害等がある子どもの割合が増加している。  

児童養護施設における障害等の割合  

［：：：：コその他の  ∈≡≡コADHD  E…喜遠国てんかん  一知的障害 ［：：：：：コ言語障害  

心身障害  
［＝：コ視聴覚障害ii 肢体不自由 ⊂：＝コ身体虚弱  －■ト一障害等有  

割合は児童養護施設に入所する子どものうち、障害等がある  
子どもの割合  

8，000  

7，000  

6，000  

5，000   

4，000  
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2，000  

1，000  

0  

障        害等有，6．155  

8．3％  9．5％  

2・528   
。．ノトE．  

身体也－，－す．．．‘  

聴覚障害．316－  
言語陣胃，327   

その他の  

その他の  その他の  
心身障害，761   心身障害，671   心身障害，870   

昭和62  平成4  平成10  平成15  
［資料：児童養護施設入所児童等調査］  

※ 発達障害については、「知的障害」のほか、「その他の心身障害」に分類されている可能性がある。  

（ADHDは平成15年より分類。）   

二っ阜，－▼W【▼＿，▼， 〔．  



3．施設中心の養護体制  

フ里親に重畳さ塑る子ども旦劃金が蛙』＿  

合計  里親   乳児院  
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？諸外国と比較しても、日本の里親委託率は低しゝ  

各国の要保護児童に占める里親委託児童の割合（2000年前後の状況）  

イギリス  

ドイツ  

フランス  

イタリア  

デンマーク   

ベルギー（仏語圏）  

アメリカ  

カナダ（B．C．州）  

オーストラリア  

シンガポール  

香港  

日本  

0％   10％   20％   30％   40％   50％   60％   70％   80％   90％  100％  

＊「里親制度の国際比較」湯沢薙彦著（ミネルヴァ書房、2004年）  

※里親の概念は諸外国によって範囲が異なる。（例えば、親族が子どもを預かる場合や短期間子どもを預かる場合、  

小規模なグループ形態で子どもを養育する場合を里親に含むか否かが国により異なる等）  
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ゴ 児童養護施設の多くが大舎制（大  団処遇）を採っている。  

大舎・中舎1小舎の比較  

児童養護施設  児童自立支援施設  
情緒障害児短期  

治療施設   

大草   393   70．6％   5   8．6％   27   100．0％   

中舎   94   16．9％   17   29．3％   0   0．0％   

小舎   120   21．5％   44   75．9％   0   0．0％   

（資料）   

・児童養護施  国
 
 

全
 
 

設
 
 

童
舎
 
 

児
中
 
 

養護施設協議会調べ（平成17年4月1日現荏 557施設、複数回答あり）  

大舎：1舎20人以上、  舎：1舎13～19人、小舎：1舎12人以下  

児童自立支援施設：全国児童自立支援施設協議会調べ（平成16年度 58施設）  
大舎：1舎26人以上、中舎：1舎16～25人、小舎：1舎15人以下   

情緒障害児短期治療施設：全国情緒障害児短期治療施設協議会調べ（平成17年10月1日現在）  
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4．退所後の状況  

→ 児童養護施設を退所した子どものうち、6割強が家庭へ復帰している  

児童養護施設の退所理由別児童数（過去1年間の退所者数の退所理由）  

区分  就職   家庭 復帰   
他施設  

入院   死亡   
転所   住宅  他   

その  
合計   

退所者数   1，622  4，448   722   3   10   10   439・  7，254  

H12  

（構成割合）   22．4％  61．3％   10．0％  0．0％   0．1％   0．lOo   6．lOo  100．0％   

退所者数   1，151  3，765   697   1   皿   皿   296  5，932  

H15  

（構成割合）   19．4％  63．5％   11．7％  0．0％   0．2％   0．200   5．0％  100．0％   

資料：社会福祉施設等調査報告（各年度10月1日現在）  
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→ 大学等への進学率がなお低い。   

○児童養護施設入所者の高等学校等卒業後の進路状況  

［資料二家庭福祉課調べ］  

高等学校等   
大学等へ進学   

進学していない  

区分  
卒業者  

就職した   その他   

1231人   235人   861人   135人  

平成16年度  
100．0％   19．1％   69．9％   11．0％   

注1）「高等学校等卒業者」とは、平成16年度に高等学校等を卒業した児童をいう。  

注2）「大学等へ進学」とは、翌年度4月1日現在、大学等へ進学した児童数。  

注3）「進学していない」とは、翌年度4月1日現在、大学等へ進学していない児童数。  

注4）「大学等」とは、大学、短期大学、高等専門学校4年、学校教育法に基づく専修学校（第82条   
の2）及び各種学校（第83条）、織業能力開発促進法第16条に基づく公共職業訓練施設をいう。  

注5）「その他」には、進学・就職ともにしていない児童及び状況不明も含む。  

＜参考＞  

全国の高卒者の大学等進学率 66，3％  

（平成17年5月1日現在。平成17年度学校基本調査）  

※ 大学等には、専修学校も含む。  

○高等学校等卒業後の児童養護施設入所児童の進路に関する調査（児童養護施設のう   

ち約60％が回答）による高卒後児童の離職状況等  

平成16年度に卒業した高卒児童（840人）のうち、就職した児童   631人   （75．1％）   

（全国の高卒後就職児童の割合）   （17．4％）   

高卒後就職した児童（75．1％）のうち、平成17年度中転職した者   198人   （31．4％）   

（全国の高卒離職率（平成17年度中離職））   （24．9％）   

［資料：児童養護施設入所児童の進路に関する調査］   
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5．入所児童の権利擁護の状況  

評価等の仕組みの導入がまだ進んでおらず、働いでいる  

1．苦情解決のための取組状況  

施設数  あり   苦情受付窓口   苦情解決責任者   共同で第三委員   単独で第三者  

を設置   を設置   を設置   委員を設置   

113   108   108   61   38  
乳児院   117  

96．6％   92．3％   92．3％   52．1％   32．5％   

児童養護施設   
546   526   527   193   

556  
98．2％   94．6％   94．8％   34．7％   55．9％   

24   23   24   13   13  
情緒障害児短期治療施設   25  

96．0％   92．0％   96．0％   52．0％   52．0％   

55   50   49   42  
児童自立支援施設   58  

94．8％   86．2％   84．5％   12．1％   72．4％   

資料：社会福祉施設等調査報告（平成16年10月1日現在）  

3．第三者評価事業の受審（児童養護施設の状況）  

乙「児童の権利ノート」の活用等（児童養護施設の状況）  

施設数   割合   

行政で作成したものを配布   337   70．1％   

施設独自で作成したものを配布   82   17．0％   

なし   70   14．6％   

無回答   1．5％   

合計   481  100．0％   

施設数   割合   

あり   88   18．3％   

なし   384   79．8％   

無回答   9   1．9％   

合計   481   100．0％   

資料：全養協調べ（平成16年度の状況）  資料：全養協調べ（平成16年度の状況）  
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6．社会的養護体制の整備状況と自治体間格差  

→ 施設の入所率は増加する傾向にあるむ  

入所率の推移  

月童∃三支援匡享呈  
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ニ 乳児院一◆－－－一児童妻言責琵設  

※社会福祉施設等調査報告  

情緒障害児短期治療施設  




